
 

 

１ 事 業 名 
震災復興担い手ＮＰＯ等支援事業費 

〔国の事業名：ＮＰＯ等の運営力強化を通じた復興支援事業〕 

２ 当初予算額 １１５，３４５千円 ３ 担当課 
環境生活部共同参画社会推進課 

（TEL：211-2576） 

４ 目   的 

民の力を生かした被災地の復興や被災者の生活支援等を促進するため，震災

復興の担い手となるＮＰＯ等による自主的・継続的な復興支援活動を支援す

る。 

５ 事 業 概 要  

 震災復興に向けた被災地・被災者支援の活動に取り組むＮＰＯ等（ＮＰＯ法人及び任意の

ボランティア団体など，社会的・公益的な事業活動を自主的・自発的に行う民間団体）の活

動を後押しするため，以下（１）及び（２）の支援事業を実施する。 
 

（１）ＮＰＯ等の活動基盤の整備 

   震災復興の担い手となるＮＰＯ等の基礎的能力の向上及び活動基盤の整備等を目的と 

  して，中間支援組織（ＮＰＯ等の支援を主目的とするＮＰＯ法人）等に委託して相談・ 

  研修事業等を行う。 

  〔委託事業の例〕 

   ○ ＮＰＯ運営に精通した専門家（公認会計士，税理士，中小企業診断士，ＮＰＯの 

    設立・運営実務に精通した中間支援組織の職員）を被災地に派遣して実施する現地 

    相談会 

   ○ ＮＰＯ能力向上のための研修・セミナー（例：組織運営，人材育成，労務，税務 

    会計，資金調達，認定ＮＰＯ取得，ＩＣＴ活用等に関する研修等）  

   ○ ＮＰＯ等の事業計画改善に向けたハンズオン支援（例：ＮＰＯ等の事務所に中小 

    企業診断士を派遣して事業計画の診断・改善指導を実施） 
 

（２）ＮＰＯ等の活動への助成 

   震災復興の支援活動として効果的と認められ，かつ，実施・参加する団体の能力向上 

  や地域のＮＰＯ等の連携推進に資する活動を行うＮＰＯ等に対し，補助金を交付する。 

  〔補助対象の活動例〕 

   ○ 支援活動の実践を通じてＮＰＯ等の人材育成が図られる活動（例：事業を行うＮ  

    ＰＯ等職員のＩＣＴに関する知識を高めつつ，被災地でのＩＣＴを活用した起業を 

    支援する活動） 

   ○ 支援活動を行うＮＰＯ等のネットワーク形成が図られる活動（例：ＮＰＯ等の支 

    援に係るニーズの共有・マッチング，県外ＮＰＯ等から地元ＮＰＯ等へのノウハウ 

    の移転，復興拠点の構築，中間支援組織の強化・育成） 
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